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このセミナーはSSEがIFCとUN Womenとともに開発した内容を基に、JPXが和訳・編集した
ものです。一部日本に関係する補足説明を加えていますが、主にはグローバルな観点から開発さ
れたプログラムであるため、必ずしも日本企業に該当するものではないことをご了承ください。
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第2回：具体的な対応を検討する

資本市場機能を利用したジェンダー平等の促進
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ジェンダー平等の現状、用
語、及び目的の概要を理解
する

準備する

ジェンダー関連情報を開示し、
社内外のステークホルダーとコ
ミュニケーションをとる

情報を発信する

ジェンダー平等への取組
みを検討する際に参考に
できるグローバルな基準、
当該国・地域の法規制、
他社の取組みを特定

一致させる

ジェンダー要素を取り入れ
た投資の推進・金融商品の
観点から価値構造を検討

実践する
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GLOBAL

LOCAL

PEERS

一致させる

国・地域

他社

グローバル

ジェンダー関連の法規制
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市場 義務（最低限） 目標年 女性取締役（%）

女性が1人
もいない
取締役会
（%）

女性の取締役
会長（%）

女性のCEO
（%）

フランス (Euronext-Paris) 女性40% 2017年 45 1 6 6

イタリア (Borsa Italiana) 女性40% 2019年 36 2 15 2

ドイツ (Deutche Boerse) 女性30% 2016年 33 6 5 3

USA (Nasdaq) 女性1人 2023年 31 2 3 6

スイス (SIX) 女性30% 2026年 28 6 5 4

マレーシア (Bursa Malaysia) 女性1人 2024年 26 4 5 2

モロッコ (Bourse de 
Casablanca) 女性30% 2024年 20 22 7 4

日本（TSE） 女性30％（目指す） 2030年 19 3 2 1

インド (NSE and BSE) 女性1人 2019年 17 1 6 6

中国 (HKEX) 女性1人 2024年 14 28 6 5

エジプト (EGX) 女性25% 2021年 12 31 3 2

アルゼンチン (BYMA) 女性33% ** 11 48 3 4

韓国 (KRX) 女性1人 2022年 10 34 1 2

アラブ首長国連邦 (ADX) 女性1人 2020年 8 45 0 1

世界各国の現状

出典：SSE「Gender equality in corporate leadership」各レポート



• 厚生労働省「女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律」（101人以上の従業員を持つ民間企業が対象）
➢職場の女性の活躍に関する状況の把握・課題の分析を実施
➢状況把握、課題分析を踏まえた事業主行動計画を策定・公表
➢女性の職業選択に資するよう、女性の活躍に関する情報を公表

• 金融庁 人的資本に関する開示義務（有価証券報告書等が対象）

• 内閣府「女性版骨太の方針」（上場会社が対象）
➢2025年を目途に、女性役員を1名以上選任するよう努める
➢2030年までに、女性役員の比率を30％以上とする
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日本の法規制状況

※2025年5月現在
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経営戦略：2つの会社の物語

2社とも役員の女性比率が10％

2社とも非管理職の女性比率が50％

2社ともジェンダー平等を重視する新CEOが就任
株式会社
フクロウ

株式会社
クジャク
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役員の女性比率40％という目標を設定

CEOは自らの経験を共有

当面の間、男性の採用凍結を発表

目標を優先

株式会社クジャク



逆メンター制度を導入
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CEOは30％クラブに加盟

原因を特定するタスクフォースを設置

抜本的な原因へ
の対応を優先 株式会社

フクロウ



どちらの戦略が効果的だ
と思いますか？
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・自身の経験共有 vs 逆メンター制度
・「40％」vs「30％以上」
・採用凍結 vs タスクフォース設置
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社内の昇進候補者が減少

社外採用が増加

採用までの期間が長期化

イノベーションが低下

目標を優先する
結果

株式会社クジャク



社内からの昇進が増加

出産後に会社に残る女性が増加

人事リソースが研修に再配分

イノベーションが増加
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抜本的な原因を優
先する結果

株式会社
フクロウ
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❑ 履歴書の個人情報の黒塗り
❑ 多様性に配慮した求人募集
❑ ジェンダーへの配慮に関する研修

❑ 反ハラスメントの方針
❑ 育児休暇制度の見直し
❑ ワークライフバランス 
❑ 方針の情報発信

❑ 無意識なバイアスの調査
❑ ジェンダー平等の監査
❑ 第三者による男女賃金格差の監査

採用プロセス

方針・施策

トップからのメッセージ

監査・調査

❑ 取締役・経営層の研修・教育
❑ ESG取組みの導入
❑ サステナビリティ関連目標

組織内の文化
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GLOBAL

LOCAL

PEERS

一致させる

同業他社の取組み

国・地域

他社

グローバル
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セクター・業界に特化した取組み
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職
場 • スウェーデンの銀行：男

女賃金格差

• スペインの銀行：平等な

機会提供

• 南アメリカの航空会社：

女性パイロットの増員

市
場 • アメリカの金融プラット

フォーム：包摂的な投資

のソリューションの提供

• 南アメリカの銀行：女性

の金融アクセスを支援す

るプログラムを開始

加
速
化
支
援

• WEPs Business 
Accelerator

• Assess

• Action

• Connect

• Grow

• Impact

職
場

市
場

加
速
化
支
援
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情報を発信する

PRODUCTS

外部
ステークホルダー 情報開示：何をどう公開するのか
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❑ 資産 
❑ 負債
❑ 純資産 
❑ 収益
❑ 費用
❑ キャッシュフロー

  等

財務諸表

❑ 財務諸表の解釈を支援する情報または利用
者の経済的判断に貢献する情報

❑ 報告主体の活動のインパクトに関連するま
たは関連しないマテリアルなリスク・機会

サステナビリティ関連の財務情報

❑ 経済、環境、住民へ
のインパクト

❑ 社会貢献活動
❑ 特定のステークホル

ダーのための補足情
報

その他サステナビリ
ティ関連情報

補足補完

毎年の財務報告

各種情報の開示媒体
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コア・コンテンツ 項目

ガバナンス • ガバナンス機関
• ガバナンスのプロセスにおける経営者の役割

戦略 サステナビリティ関連のリスク及び機会を管理する戦略が以下に与える影響：
• 企業の見通し
• ビジネス・モデル及びバリュー・チーン
• 戦略及び意思決定
• 財政状態、財務業績及びキャッシュ・フロー

リスク管理 • サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別、評価、優先順位付け
• 全体的なリスク・プロファイル
• リスクのモニタリング

指標及び目標 • サステナビリティ関連のリスク又は機会を測定し、モニタリングするために用
いている指標

• 戦略的目標の達成に向けた進捗をモニタリングするために企業自身が設定した
目標及び法令により満たすことが要求されている目標

IFRSサステナビリティ開示基準
“中期又は長期にわたる企業のキャッシュ・フロー、ファイナンスへのアクセス又は資本コストに影響
を与えると合理的に見込み得る、サステナビリティ関連のリスク及び機会”
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開示事項

2-7

開示事項

2-9

開示事項

2-23

開示事項

2-29

従業員（性別・地域別の内訳）

ガバナンス構造と構成

方針声明

ステークホルダー・エンゲージメント
へのアプローチ

GRI 2のジェンダー関連基準
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2016年のスタンダード

▪ GRI 405：ダイバーシティと

機会均等

▪ GRI 406：非差別 

▪報告義務：GRI 103「マネジメ

ントアプローチ」を使ってダイ

バーシティ及び機会均等に関す

る方針を報告するべき。

GRI 400
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開示事例：ガバナンス

出典：Airtel Annual Report 2023

https://airtel.africa/assets/pdf/annual-report/Airtel_Africa_Annual_Report_FY_2022_2023.pdf
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開示事例：戦略

出典： Astra International Annual Report 2022

-

-

-

https://airtel.africa/assets/pdf/annual-report/Airtel_Africa_Annual_Report_FY_2022_2023.pdf
https://r2.astra.co.id/annual-reports/documents/2022.pdf


25

開示事例：リスク管理

出典： Coca-Cola HBC Annual Report 2022

https://www.coca-colahellenic.com/content/dam/cch/us/documents/oar-2022/Coca-Cola-HBC-2022-IAR.pdf.downloadasset.pdf


26

開示事例：指標及び目標

出典： Cemex Annual Report 2022

https://www.cemex.com/documents/d/cemex/integratedreport2022
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基本原則

法規制

ランキング・ベンチマーク

マネジメント基準

開示に関する参考ガイドライン等

国連「国際人権規約」
国連「持続可能な開発目標（SDGs）」

UN Women「Women's Empowerment Principles」

自社が拠点とする国・地域の法規制

World Benchmarking Alliance
ジェンダーの要素を取り入れる指数

ESG評価機関

ISO 26000「社会的責任（SR）に関する手引き」
SDGインパクトスタンダード



THANK

YOU

Disclaimer

All information and opinions, including all figures, terms, and conditions, contained in this work are stated as of the presentation 

date and are subject to change without notification. Neither UN SSE nor IFC shall have any liability to any of the recipients of this 

work for any loss, cost or damage alleged to have been incurred by any such recipients arising out of their use of or reliance on the 

work and neither UN SSE nor IFC accepts any responsibility whatsoever for any action taken or omitted to be taken by any 

recipient of this work on the basis of any matter contained in, or omitted from, this work.  All names, logos and trademarks 

belonging to UN SEE or IFC appearing in this work are the property of the respective organization and you may not use any such 

materials for any purpose without the express written consent from the respective organization.
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